別記
第１号様式（第７条関係）
                                                              　　　　　　第　　　号
                                                              　　　　　　年　月　日


　高知県知事　　　　　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                        　　 申請者　　 　　　　　　　　　　　　
                                    　　          　　　　　　　　　


高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）交付算定事業
事業着手届

　高知県人口減少対策総合交付金事業実施計画に基づく下記事業について、次のとおり着手したいので、別記条件を了承の上、着手届を提出します。


記
１　事業名



２　着手年月日



３　完了予定年月日




別記条件
１　交付金の交付の決定通知を受けるまでの期間内に、天災地変等の理由によって実施した事業に損失を生じた場合の当該損失は、事業実施主体が負担するものとすること。
２　交付金の交付の決定通知を受けた交付金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。






第２号様式（第８条関係）
第　　　号
年　月　日

高知県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                        　　 申請者　　 　　　　　　　　　　　
                                    　　          　　　


年度　高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）交付申請書

高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）交付要綱第８条第１項の規定により、交付金　　　　　円の交付を申請します。

記


１　事業名



２　交付金充当事業
（１）事業名


（２）事業の計画及び内容等




３　事業着手及び完了の予定年月日
　　着手予定年月日　　　　　年　　月　　日
　　完了予定年月日　　　　　年　　月　　日










４　交付金交付申請額
	(１)
	高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）算定事業費
	円

	(２)
	（１）の算定事業費への過疎対策事業債等充当額
	円

	(３)
	（２）の交付税措置
	円

	(４)
	（（１）－（３））×１／２
	円

	(５)
	交付金事業費のうち、起債の対象外となる備品購入費
	円

	(６)
	（５）×１／２
	円

	(７)
	計（４）＋（６）
	円















５　交付金充当事業の実施計画書
	市町村等
(事業実施主体名)
	

	事　業  名
	

	事業目的
	

	事業内容
	（注）事業の必要性、成果目標、事業効果、将来の活用方法等を簡潔に記入してください。


	基金処分計画
	
基　金　名：
	年度
	償還地方債名
	償還額

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	
	千円


基金積立額：

	担当課・担当者 
職・氏名等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（電話番号：　　　　　　　）



◎記入上の注意
　　事業実施主体名：市町村等が補助する団体がある場合に記入してください。


６　交付金算定事業の収支予算
（１）収入の部                                                         　（単位：円）
	区　　　分
	予　算　額
	備　　　　　　　　　　　　　　　　考

	一　般　財　源
	
	

	地　　方　　債
	
	※地方債の種類を記入してください。


	補　　助　　金
交　付　金　等
	
	※補助金、交付金等の種類を記入してください。


	そ　　の　　他
	
	※地域の負担額や対象外経費を記入してください。


	計
	
	



（２）支出の部                                                        　　（単位：円）
	区　　　分
（事業・節別）
	予　算　額
	積　　算　　根　　拠
	備　　　　　考

	





	
	
	

	計
	
	
	


　※事業区分毎の小計も記載してください。

	予算議決日（又は議決予定日）
	令和　　年　　月　　日（予定）





７　交付金算定事業の内訳
（単位：円）
	事業名
	内　容
（節別区分）
	積　算　根　拠
	金　　額
	うち、交付
算定対象事業費

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	　　　　　　　
	
	
	

	合　　　計
	
	


（注）　算定根拠となる資料を添えてください（既に提出している場合は、不要です。）。













８　事業実施計画書（個票）

［②連携加算型］
	市町村名
	
	事業番号
	
	事業分類
	

	事業名
	

	事業実施主体
	

	事業実施期間
	

	総事業費
	　　　　　　　　　
	交付申請額
	

	事業目的
	

	


	事業概要
	

	


	該当する要件

※該当するものにチェックし、必要事項を記載
	□県が直接実施する取り組みと連携
連携する県の取り組み：　　　　　　　　　　　
県の担当課：

	
	□市町村が創意工夫を凝らして独自に実施
事業の先駆性・モデル性：


	数値目標
	※計画の最終年度の目標値を記載

	設定目標：


	直近年の実績値：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜実績値の時点＞


	国・県事業の活用状況
	

	令和５年度以前の事業実施状況
	□内容が同一または類似する事業は実施していない。　

□内容が同一または類似する事業を実施していた。
・直近年次における予算額
　　　　　　　（財源内訳）
・交付金充当分を活用して新たに実施する事業の内容


	特記事項
	

	



（注）交付対象事業ごとに作成してください。



９　連携加算型の交付額一覧　　
（単位：千円）
	
	区　　分
	交付申請額
	交付額（実績）
	備　考

	令和６年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	令和７年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	
	合計（令和６年度～７年度）
	
	
	

	令和８年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	
	合計（令和６年度～８年度）
	
	
	

	令和９年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	
	合計（令和６年度～９年度）
	
	
	


（注）
１「モデル施設整備事業」とは、高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）交付要綱に基づき交付する交付金をいう。
２「交付申請額」欄は、申請年度以前の交付申請額を記載してください。また、ハード事業分ついて、内数で括弧書きで記入してください。
３「交付額（実績）」欄は、申請年度の前年度以前の交付実績額を記載してください。また、ハード事業分について、内数で括弧書きで記入してください。








第３号様式（第11条関係）
第　　　号
年　月　日

高知県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                        　　 申請者　　 　　　　　　　　　　　　
                                    　　          　　　


年度　高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）変更申請書

　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で交付金の交付の決定がありました下記事業について、その内容を変更して実施したいので、高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）交付要綱第11条の規定により、変更申請書を提出します。

記

１　事業名




２  変更の内容及び理由





３　変更申請額
	(１)
	高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）算定事業費
	円

	(２)
	（１）の算定事業費への過疎対策事業債等充当額
	円

	(３)
	（２）の交付税措置
	円

	(４)
	（（１）－（３））×１／２
	円

	(５)
	交付金事業費のうち、起債の対象外となる備品購入費
	円

	(６)
	（５）×１／２
	円

	(７)
	計（４）＋（６）
	円















４　交付金充当事業の実施計画書（変更後）
	市町村等
(事業実施主体名)
	

	事　業  名
	

	事業目的
	

	事業内容
	（注）事業の必要性、成果目標、事業効果、将来の活用方法等を簡潔に記入してください。


	基金処分計画
	
基　金　名：
	年度
	償還地方債名
	償還額

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	
	千円


基金積立額：

	担当課・担当者 
職・氏名等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（電話番号：　　　　　　　）


◎記入上の注意
　　事業実施主体名：市町村等が補助する団体がある場合に記入してください。

※　変更箇所に下線を引いてください。


５　連携加算型の交付額一覧　　
（単位：千円）
	
	区　　分
	交付申請額
	交付額（実績）
	備　考

	令和６年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	令和７年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	
	合計（令和６年度～７年度）
	
	
	

	令和８年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	
	合計（令和６年度～８年度）
	
	
	

	令和９年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	
	合計（令和６年度～９年度）
	
	
	


（注）１　変更前を上段に括弧書きで記入してください。
２　「モデル施設整備事業」とは、高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）交付要綱に基づき交付する交付金をいう。
３　「交付申請額」欄は、申請年度以前の交付申請額を記載してください。また、ハード事業分について、内数で括弧書きで記入してください。
４　「交付額（実績）」欄は、申請年度の前年度以前の交付実績額を記載してください。また、ハード事業分について、内数で括弧書きで記入してください。




第４号様式（第12条関係）
                                                              　　　　　　第　　　号
                                                              　　　　　　年　月　日


　高知県知事　　　　　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                        　　 申請者　　 　　　　　　　　　　　　
                                    　　          　　　　　　　　　


高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）実績報告書

　　　　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で（変更）交付の決定がありました高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）に係る補助事業を実施しましたので、高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）交付要綱第12条第１項の規定により、その実績を報告します。

記


１　事業名


２　事業完了年月日

３　交付金の額
	(１)
	高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）算定事業費
	円

	(２)
	（１）の算定事業費への過疎対策事業債等充当額
	円

	(３)
	（２）の交付税措置
	円

	(４)
	（（１）－（３））×１／２
	円

	(５)
	交付金事業費のうち、起債の対象外となる備品購入費
	円

	(６)
	（５）×１／２
	円

	(７)
	計（４）＋（６）
	円














添付書類：充当する起債の額が確認できる書類（長期資金借用証書の写し等）



４　交付金充当事業の実施報告書
	市町村等
(事業実施主体名)
	

	事　業  名
	

	事業目的
	

	事業内容
	（注）事業の必要性、成果目標、事業効果、将来の活用方法等を簡潔に記入してください。


	基金処分計画
	
基　金　名：
	年度
	償還地方債名
	償還額

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	
	千円

	
	
	千円


基金積立額：

	担当課・担当者 
職・氏名等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（電話番号：　　　　　　　）



◎記入上の注意
　　事業実施主体名：市町村等が補助する団体がある場合に記入してください。


５　交付金算定事業の収支決算
（１）収入の部                                                          　　（単位：円）
	区　　　分
	決　算　額
	備　　　　　　　　　　　　考

	一　般　財　源
	
	

	地　　方　　債
	
	※地方債の種類を記入してください。


	補　　助　　金
交　付　金　等　　
	
	※補助金、交付金等の種類を記入してください。


	そ　　の　　他
	
	※地域の負担額や対象外経費を記入してください。


	計
	
	



（２）支出の部                                                        　　　（単位：円）
	 区　　　分
（事業・節別）
	 　決　算　額
	    積　  算 　 根  　拠　　　
	   備     　考

	





	
	
	

	　    計
	
	
	



　※事業区分毎の小計も記載してください。

６　交付金算定事業の内訳
（単位：円）
	事業名
	内　容
（節別区分）
	積　算　根　拠
	金　　額
	うち、交付
算定対象事業費

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	　　　　　　　
	
	
	

	合　　　計
	
	


（注）　算定根拠となる資料を添えてください（既に提出している場合は、不要です。）。












７　交付金算定事業の内容及び成果等
	【内容及び成果】　



























	【交付事業の成果による今後の波及効果】








（注）１　成果については、できるだけ数値及び指標を用いて具体的に記入し、目標に対する達成度についても、記入してください。

２　成果を確認することができる資料があれば、添えてください。
８　連携加算型の交付額一覧　　
（単位：千円）
	
	区　　分
	交付申請額
	交付額（実績）
	備　考

	令和６年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	令和７年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	
	合計（令和６年度～７年度）
	
	
	

	令和８年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	
	合計（令和６年度～８年度）
	
	
	

	令和９年度
	連携加算型（モデル施設整備事業を除く）
	
	
	

	
	連携加算型（モデル施設整備事業）
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	
	合計（令和６年度～９年度）
	
	
	


（注）１「モデル施設整備事業」とは、高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）交付要綱に基づき交付する交付金をいう。
２「交付申請額」「交付額（実績）」欄は、申請年度以前の交付申請額を記載してください。また、ハード事業分ついて、内数で括弧書きで記入してください。















第５号様式（第12条関係）
                                                              　　　　　　第　　　号
                                                              　　　　　　年　月　日


  高知県知事　　　　　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                        　　 申請者　　 　　　　　　　　　　　
                                    　　          　　　　　　　　　


高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）に
係る消費税仕入控除税額等報告書

  　　　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号で（変更）交付の決定がありました交付金について、高知県人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業交付要綱第12条第４項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　該当事業



２　内　　容
	高知県人口減少対策総合交付金交付要綱（モデル施設整備事業）第12条第４項の規定による交付金の確定額
（交付金交付決定額）
	
                            円

	実績報告時に減額した消費税仕入控除税額等
	（ａ）
                            円

	消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等
	（ｂ）
                            円

	交付金返還相当額
	（（ｂ）－（ａ））×交付率
                            円


（注）事業実施主体別の内訳資料その他参考となる資料を添えてください。
交付金返還相当額は、1,000円未満の端数を切り上げてください。

　

第６号様式（第14条関係）
取得財産等管理台帳（　　　　年度）

交付金名：人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）

事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	区　分
	財産を取
得した者
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得
年月日
	保管場所
	県交付率
	備　考

	財産名
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	






	
	
	
	円
	円
	
	
	
	


（注）１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が50万円を超えるものとします。
２　「事業名」欄は、交付金の交付の申請を行った事業名称を記入してください。
３　「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してください。
　　　４　「取得年月日」欄は、検査を行う場合は、検収年月日を記入してください。
５　取得財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。

第７号様式（第14条関係）
取得財産等管理明細表（　　　　年度）

交付金名：人口減少対策総合交付金（モデル施設整備事業）

事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	区 分
	財産を取得した者
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得
年月日
	保管場所
	県交付率
	備　考

	財産名
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（注）１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が50万円を超えるものとします。
２　「事業名」欄は、交付金の交付の申請を行った事業名称を記入してください。
３　「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してください。
　　　４　「取得年月日」欄は、検査を行う場合は、検収年月日を記入してください。
５　取得財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。

